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地域産業・企業の競争力強化と

イノベーションの支援に関する一考察

嶋 野 武 志
西 村 宣 彦

Abstract

The Japanese economy, especially local economy, has stagnated con-

tinuously after the 1990's. The rapid progress of globalization, the yen's

sharp rise, the declining birthrate and aging population are considered

to inflict local economy and industry severer economic environment

from now on. In such current economic climate, this paper is aiming to

seek appropriate revitalization measures of stagnating local economy.

To this end, taking Nagasaki prefecture as an example, the current sta-

tus of local economy and industry is overviewed and existing measures

for promotion executed by the local administration and their future

challenges are examined. Then, the effective measures to promote inno-

vation of local SMEs by the faculty of business administration of local

university are examined based on recent research outcomes on the inno-

vation of SMEs and several activities which have been already carried

out and future challenges is described.

Keywords: local economy, innovation, SMEs, competitiveness, local

administration, business school, future center
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１章 緒言

経済のグローバル化の進展，新興国の台頭，情報通信技術の驚異的な発展，

国・地方を通じた財政の悪化等1990年代からの様々な構造変化の中で，地域

経済の停滞・悪化が重要な課題として指摘されるようになって久しく，今後，

人口減少がこれまで以上に本格化する見通しの下，地域では危機感がますま

す高まっている。こうした状況を受け，様々な学会で活発な議論が行われ，

また全国各地で種々の取組みが行われているものの，現時点で十分な処方箋

やモデルが示されているとは言い難い。

長崎県においても，後に見るように，経済の停滞は著しく，また既に始ま

っている人口減少が今後も継続する見通しを踏まえ，行政当局，経済界，個

別企業による積極的な努力が行われているが，雇用の創出や所得の向上を実

現するための目途は容易には立たない状況にある。

本稿においては，長崎県が直面する経済や人口減少の現状を概観した後，

長崎県の経済を活性化させるための課題を明らかにした上で，グローバル市

場における競争力強化の観点から，県内に多数存在する中小企業の競争力強

化のあり方と県内各地域における地域単位の競争力強化のあり方に分けて論

じることとしたい。

なお，本稿の一部は，平成24年度の組織学会研究発表大会，地域活性学会

研究大会における報告を元にしており，そこでの議論を反映させていること

を付言する。

２章 長崎県の経済・産業の現状と課題

（１）現 状

① 経済・産業

まず長崎県の経済成長率について，平成22年に公表された長崎県総合
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計画に示されたデータで見ると，以下のように，いわゆるリーマンショ

ックまで，全国を下回ることが多かったことがわかる。

図１．長崎県の名目経済成長率の推移 図２．長崎県の実質経済成長率の推移

（出典）長崎県総合計画2011-2015 （出典）長崎県総合計画2011-2015

次に，最近，県内で議論されることの多い一人当たり県民所得につい

て見ると，平成12年以降，長崎県は全国順位44～46位を低迷しており，

沖縄を含む九州圏内では６～７位にとどまっている。

なお，全国的な順位の変動をみると，かなりの固定化傾向が見られる

ものの，大幅な順位の変動が見られる県もあり，また，平成21年につい

ては，従来47位を続けていた沖縄県が46位に上昇していることに注意を

要する。

図３．長崎県の一人当り県民所得と順位の推移

（出典）内閣府県民経済計算より作成。
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表１．九州圏の一人当り県民所得と順位の推移

（出典）内閣府県民経済計算より作成。 ＊順位は全国順位

表２．全国の一人当り県民所得と順位の推移

（出典）内閣府県民経済計算より作成。

また，有効求人倍率や就業者数についても，厳しい状況が続いている

と言わざるを得ない。
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図４．長崎県の有効求人倍率の推移 図５．長崎県の就業者数の推移

（出典）長崎県総合計画2011-2015 （出典）長崎県総合計画2011-2015

県内の産業構造について，経済成長に対する寄与度や県内総生産にお

ける産業別構成比を見ると，製造業やサービス業の寄与度が高くなって

いることわかる。

図６．長崎県の名目経済成長率（Ｈ13～Ｈ20）への産業別の寄与度

（出典）長崎県総合計画2011-2015
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図７．県内総生産(名目)の産業別構成比

（出典）長崎県総合計画2011-2015

② 人口

人口については，我が国全体の人口減少に対する危機感が高まってい

るところであるが，長崎県においても，以下のとおり，厳しい状況にあ

り，今後もこうした傾向が継続するものと見込まれている。

ただし，出生率自体は全国平均を上回っており，県内の経済情勢の厳

しさを背景として，県外への人口流出が生じていると見られている。

図８．長崎県の総人口の推移 図９．長崎県の総人口の推計

（出典）長崎県総合計画2011-2015 （出典）長崎県総合計画2011-2015
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図10．長崎県の自然動態・社会動態

（出典）長崎県総合計画2011-2015

（２）課 題

以上のような現状認識を踏まえ，長崎県当局は，平成22年から23年にか

けて，長崎県総合計画，長崎県産業振興ビジョン，長崎県観光振興基本計

画等の策定・公表を行い，積極的な政策展開を図っている。

しかしながら，長崎県産業振興ビジョンにおいて，経済のグローバル化

に伴う国際競争の激化を意識した記述が見られるものの，県内の主要産業

がグローバルな市場において如何なる「強み」，「弱み」を有するか，を踏

まえた認識が必ずしも明らかではない，との指摘もある。

特に，民間調査などにおいて，長崎県は知名度に比較的優位を保ってい

る傾向が見られることから，観光の活性化を図ることにより食品加工業や

農林水産業等にも波及効果が期待されるが，観光分野は多様な業種にまた

がる対策が必要とされ，かつ，県内においては有力な大手企業が見られな

いことから，行政に対して大きな期待が寄せられており，政策的対応が極

めて重要である。
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図11．長崎県総合計画（抜粋）

（出典）長崎県総合計画2011-2015

図12．長崎県産業振興ビジョン（抜粋）

（出典）長崎県産業振興ビジョン
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図13．長崎県観光振興基本計画（抜粋）

（出典）長崎県観光振興基本計画

表３．都道府県の魅力度ランキング

（出典）株式会社ブランド総合研究所 ホームページ
（http://tiiki.jp/news/05_research/survey2012/1280.html）



�� � � � � �

表４．市区町村の魅力度ランキング

（出典）株式会社ブランド総合研究所 ホームページ
（http://tiiki.jp/news/05_research/survey2012/1280.html）
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３章 長崎県地域における競争力強化

３．１ 中小企業におけるイノベーション

長崎県におけるモノづくりの中小企業の多くは，地場の数少ない大企業へ

の供給事業者である。近年これらの大企業は，経済のグローバル化のなか，

中国や韓国をはじめとした新興国の競合企業と熾烈な価格競争を強いられて

いる。これらの大企業は生き残りをかけて，部品調達をグローバル化するほ

か，自社工場の海外進出も進めている。したがって，これらの大企業の供給

事業者であった中小企業もグローバルな競合との熾烈な価格競争に晒される

とともに，発注規模の縮小も危惧されている。このような環境の中では，中

小企業においても新しい価値の創造，すなわちイノベーションが求められて

いる。

しかし，中小企業は大企業に比べてイノベーション創発のための経営資源

が限られている。イノベーションはアイディアだけでは生まれない。アイデ

ィアを顧客への価値提案として具現化し，ビジネスモデルを構築し，顧客に

価値を届けるまでのバリューチェーンを確立する必要がある（Kraft，1989）。

これらのバリューチェーンを一社で賄うための経営資源を中小企業が有して

いる場合は少ない。したがって，中小企業がイノベーションを創発するため

には，自社が保有しない情報や経営資源を活用するための第三者とのアライ

アンスが重要である（Baum, Calabrese，& S.Silverman，2000）。

ここでの第三者とは，①自社よりも経営規模が大きい供給業者，②先進的

な顧客，③異なる地域の同業の中小企業，④大学や研究機関などである。ア

イディアを具現化して顧客に価値提案を行うために，臨機応変に必要な第三

者と素早く連携し，これをネットワークに発展させ，ネットワークから有用

で多様な情報と経営資源を低コストで入手する能力を持つことが，中小企業

がイノベーションを創発するためにはきわめて重要であることを Baumら

（2000）は述べている。
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しかし，イノベーションネットワークを構築し，維持，発展させる中小企

業は，いくつかの組織的・経営的チャレンジに直面する（Colombo, Laur-

sen, Magnusson，& Rossi-Lamastra，2012）。すなわち，イノベーションの

実現のためには，貴重な経営資源の一部をネットワークの構築，維持，発展

に振り向けなければならない。また，ネットワーク・パートナーへの意図し

ない情報漏洩のリスクやパートナーへの優秀な人材の引き抜きのリスクに直

面し，その対応も必要である。さらには，パートナーが持つ知識や能力を吸

収するための投資も必要になる。

このように，中小企業がイノベーションのためのネットワークを効果的か

つ効率的に構築し，維持し，発展させるためには，協働のための様々なツー

ルを使い分ける必要がある（Tether，2002）。このなかで最も重要なツール

は信頼関係である（Inkpen & Currall，2004）。上述したように，長崎県内

のモノづくり中小企業の多くは大企業を頂点としたヒエラルキーの１つの要

素であり，縦の信頼関係は維持・発展されてきたが，横のネットワークは業

務量の調整などのための同業者同士のネットワークが主であり，他の業種の

企業間の信頼関係は弱いと考えられる。また，大企業を頂点としているため，

異なる大企業のヒエラルキーに属する企業間での関係も希薄であると考えら

れる。すなわち，イノベーションのためのネットワークには，異なる経営資

源や能力を持つ企業がそれぞれの強みを生かして参加して，共同して製品や

サービスを開発する必要があり，同業他社以外の異なる組織能力や知識，情

報を持つ異業種企業との共同が必要であるが，これまでの長崎県内のモノづ

くり中小企業間の信頼関係は異業種企業間の信頼関係を醸成するには不十分

であると考えられる。

また，中小企業の多くは家族経営企業である。Paridaらによるベルギー

およびオランダの従業員数250名以下の355社の中小企業のイノベーションに

おける探査の幅の研究（Parida, Westerberg，& Frishammar，2012）によ

ると，家族経営企業は非家族経営企業に比べて探査の幅が狭く，イノベーシ
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ョンの成果も低い傾向がある。ここで，探査の幅とはイノベーション活動に

おいてその企業が自社にない経営資源を獲得するために活用できる外部機関

のタイプの数を示す（Laursen & Salter，2006）。また，異なる外部機関の

タイプとは，①顧客，②供給者，③競合企業，④大学等，⑤研究機関，⑥そ

の他の機関（民間調査機関，コンサルタント等）を指す。彼らの研究による

と，家族経営の中小企業は，他の機関とのアライアンスによるイノベーショ

ン創発よりも家族による経営の統制を重視する姿勢がみられる。この結果，

家族経営の中小企業は外部機関との連携が必要なイノベーションの創発が困

難になる。彼らの研究によると，家族経営企業であっても，経営者の学歴が

高く，経営幹部の学問的バックグラウンドが多様であるほど，探査の幅が大

きくなる傾向がある。すなわち，経営者の教育水準が高ければ，家族による

統治を優先するというような社会情緒的富に依拠した意思決定ではなく，財

務的な成功に依拠した，より論理的な意思決定を行うようになると考えられ

る（Papadakis & Barwise，2002）。さらに経営者の教育水準の高さや知識

獲得に対する姿勢は，その組織が外部の新しい情報や知識を吸収する能力を

高め（Barker & Mueller，2002），イノベーション創発を助長すると考えら

れる。また，多様な教育的バックグラウンドを持つ経営幹部を持つ企業は，

意思決定における代替案の選択の多様性が広がり，より論理的な代替案，す

なわち家族経営の強化を目的とした代替案よりも財務的な成功を求める代替

案を設計，選択する可能性が高まると考えられる。

以上の結果から，中小企業のイノベーションを支援するためには，探査の

幅を広げ，企業間ネットワークを構築することが必要であり，このためには，

経営者あるいは経営幹部に対する教育が有効であると考えられる。教育の中

でも，特にイノベーションに直結する，経営戦略，マーケティング，イノベー

ションマネージメントに関する教育は有効であると考えられる。大都市圏で

は種々のサービス提供者がこのような教育機会を提供しており，経営者はこ

れらの知識を比較的容易に吸収できると考えられるが，長崎県のような地方
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はこのような機会に恵まれていない，イノベーション創発を支援するために

はこのような機会を系統的に提供する必要があると考えられる。

イノベーションはしばしば技術革新と邦訳されることから，新しい技術開

発による新製品や新製品の開発を想起しやすいが，イノベーションは新たな

価値の創造であり，技術開発は価値創造を実現するための一つの手法にすぎ

ない。新しい技術の開発はイノベーションの必須条件ではなく，また，新し

い技術開発だけではイノベーションは生まれない(伊丹敬之，2009)。新しい

技術の開発をもとにしたイノベーションはプッシュ型イノベーションと呼ば

れるが，このためには新しい技術を競合他社よりも早く開発する必要があり，

研究開発に関する組織能力と資本力が要求される。研究開発の能力と資本力

は，多くの場合，大企業の方が中小企業よりも高い。

中小企業の強みの一つは，大企業に比べて経営層と顧客との距離が近いこ

とによる顧客志向性の高さであると言われている（Appiah-Adu & Singh，

1998）。彼らの研究によると，この顧客志向性の高さを活用して，顧客の潜

在的なニーズを発掘し，これを解決するソリューションに必要な能力や資源

をネットワークから求めて，柔軟に，且つ，迅速に価値を顧客に提供する中

小企業の業績が高い。すなわち，中小企業が志向すべきイノベーションは顧

客ニーズに基づくプル型イノベーションである。しかし，長崎県の多くのモ

ノづくり企業は大企業の下請けや孫請け企業として事業を営んできており，

親会社が求めるモノづくり技術の能力は高いが，顧客は親企業一社であるこ

とも少なくなく，自ら新規顧客を開拓した経験は少なく，新規顧客を開拓す

るための知識や能力は乏しいと言わざるを得ない。したがって，中小企業が

自らの強みを生かしてイノベーションを創発するためには，マーケティング

やバリューエンジニアリングによってプル型イノベーションを創発する能力

を高める必要があると考えられる。さらに，Brockman（2012）らは中小企

業における顧客志向の強さと業績との関係を検討するなかで，これらが強い

正の相関を持つためには，中小企業がリスクをいとわない性向を持ち，革新



������������������������������� ��

性を追い求め，機会に焦点を当てる必要があると述べている（Brockman,

Jones，& Becherer，2012）。このためには，中小企業の経営者に変革の重

要性を説くとともに，変革によりイノベーションに成功した身近な企業およ

び企業ネットワークの事例を示すことが重要であると考えられる。

顧客の潜在的なニーズを発掘するためには，顧客を知る必要がある。しか

し，上述したように多くの中小企業は一つの大企業の下請け，孫請け企業と

して活動してきたために，顧客としてはそのヒエラルキーの上位にいる数少

ない企業を知るのみである。このヒエラルキーの枠を超えて新しい顧客を探

査するのは容易ではない。これに関して，近年北欧で発展し，欧州や日本に

も浸透し始めているフューチャーセンターの取り組みは興味深い（野村恭彦，

2012）。

フューチャーセンターはスウェーデンの Lund大の Leif Edvinsson教授の

知的資本経営に関する研究と実践から生まれた「未来の価値を生み出すセン

ター」である。複雑な問題をスピーディーに解決するために，多様な専門家

やステークホルダーを集めて，オープンに対話する場として発展している。

日本でも2011年の震災を機に，その機能が注目され始めている。自治体で

は東京都港区，神奈川県横浜市と川崎市，千葉県柏市などが設立に動いてお

り，企業では富士ゼロックス KDIや東急観光電鉄などがコンソーシアムを

作り，二子玉川に「Catalyst BA」というフューチャーセンターを始動させ

ている（http://catalyst-ba.com/）。

この場には，だれもが問題や課題を持ち込むことができるが，６つの原則

がある。すなわち，

① フューチャーセンターでは，想いを持った人の問いからすべてが始ま

る。

② フューチャーセンターでは，新たな可能性を描くために，多様な人た

ちの知恵が一つの場に集まる。

③ フューチャーセンターでは，集まった人たちの関係性を大切にするこ
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とで，効果的に自発性を引き出す。

④ フューチャーセンターでは，そこでの共通経験やアクティブな学習に

より，新たなより良い実践が創発される。

⑤ フューチャーセンターではあらゆるものをプロトタイピングする。

⑥ フューチャーセンターでは質の高い対話がこれからの方向性やステッ

プ，効果的なアクションを明らかにする。

フューチャーセンターにはディレクターと呼ばれる，いわば「フューチャー

センターの経営者」が必要である。ディレクターはフューチャーセンターで

取り扱う課題を決め，その課題に興味・関心のあるステークホルダーを集め，

課題解決策をファシリテートする。フューチャーセンターディレクターによ

ってフューチャーセンターの特徴が決まる。すなわち，地域のイノベーショ

ン創発の場としてフューチャーセンターを活用するためには，イノベーショ

ンに関する知識を持ち，地域の中小企業や官公庁などのイノベーションに関

わる様々なステークホルダーとの人脈を有するファシリテーター人材が不可

欠であり，特に人材に限りのある地方においては大学の社会科学系学部の教

員もフューチャーセンターディレクターとしての役割の一翼を担うべきであ

ると考えられる。

中小企業によって潜在的な顧客ニーズを発掘する活動に，このフューチ

ャーセンター的な活動は大きな可能性を秘めていると考えられる。中小企業

は人材の多様性が限定的であり，中小企業一社内だけでは潜在的な顧客ニー

ズの発掘とこれを解決する画期的なアイディアは創発されにくいと考えられ

る。そこで，企業の枠を超えた問題をディレクターが中小企業の関係者との

対話の中から発掘し，一企業の問題から社会的な問題に昇華させたテーマと

して，フューチャーセンターセッションを企画し，継続的に実施するという

ものである。そのなかから現れたビジネスアイディアは，そのままイノベー

ションネットワークの構築にも生かされ，その場でプロトタイピングが行わ

れる。このようなプロトタイピングの支援にも総合地方大学の果たすべき役
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割は大きいと考えられる。

３．２ 地域資源を生かした地域の競争力強化

長崎県は，平成23年度から，「がんばらんば長崎」地域づくり支援事業を

開始し，地域資源を活用した地域単位の取組みに最長３年間で最大限１億円

の支援を行うこととした。

実施主体については，市町や経済団体に限らず，幅広く認める一方で，県

当局のイメージとして，以下のような図を公表している。

長崎県内においては，観光資源の豊富な地域が少なくなく，また，食品加

工業や農林水産業など観光分野と連携可能な事業者がどこの地域にも見られ

ることを踏まえ，地方公共団体独自のものとしては比較的大規模な支援を行

図14.「がんばらんば長崎」地域づくり支援事業 提案イメージ

（出典）長崎県地域振興課ホームページ
（http://www.pref.nagasaki.jp/chiiki/ganbaranba/index.html）
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う制度という意味で，注目に値すると考えられる。

なお，採択に関しては，外部有識者の審査を経て決することとされており，

平成23年度分については，以下の外部審査委員による審査が行われた。

表５．外部審査委員

（出典）長崎県公表資料

４章 地域における競争力強化のための大学社会科学系部門の役割

４．１ プル型イノベーション創発への貢献

大学は，これまでその理工系学部がプッシュ型イノベーションの技術シー

ズの提供元としての役割を果たしてきた。しかし，上述したように中小企業

が目指すべきイノベーションはプル型イノベーションである。プル型イノ

ベーションにおいては，技術は顧客価値を提供するためのソリューションの

実行手段である。

特定の顧客ニーズの解決のために最適なソリューションを提供する技術

が，その技術について研究している様々な研究機関のうち，近辺の大学の研

究成果である確率はきわめて低いであろう。したがって，大学には中小企業

が価値提供を実現するために最も有効な技術を，世界中にあるその技術分野

全般の知識の中から紹介するコンサルティングの役割が求められる。しかし，
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大学における技術は自らの研究のためのものであり，ソリューションの実現

のために当該研究機関以外の技術の方が優れているとしても，これをもとに

企業と共同開発することには進みにくい。これは西村が指摘しているように，

大企業においてイノベーションの実現がその企業の研究開発部門の成果に固

着され柔軟性を失うという指摘と類似している。

大企業においては，その研究開発部門が技術コンサルタントとしての役割

を担いながら，イノベーションのために必要なソリューションに最適の技術

を探査する能力を有しているが，中小企業にはこれらのリソースは限られて

いることから，大学理科系学部には技術のソムリエとして中小企業のイノ

ベーションの実現に最適な技術の情報を提供する機能も求められると考えら

れる。

3.1節で述べたように，モノづくり中小企業がプル型イノベーションを実

現するために必要なことは以下のようにまとめることができる。

① アイディアをイノベーションとして結実させるために自社が保有しな

い経営資源や組織能力を持つ第三者とのアライアンス

② 有効なアライアンスを構築し，効率的に維持・発展させるための信頼

関係の醸成

③ 家族経営企業のアライアンスを阻害する要因である社会情緒的富を低

減させるための経営幹部への経営戦略などの知識の習得

④ プル型イノベーションのためのツールである，マーケティング，バリ

ューエンジニアリングなどの能力の向上

⑤ 顧客の潜在ニーズを発掘するためのアイディア発想の場の構築

⑥ リスクに立ち向かって成長を勝ち取る経営者の性向を醸成するための

身近な成功事例の蓄積とその発信

これらの要因のうち，③および④については，大学社会科学系学部が保有

する知識によって貢献しうる。これまでも長崎大学経済学部では社会人を学

部，大学院生として育成してきたが，これに加えて，長崎市，長崎県，商工
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会議所等と連携して，地域の中小企業の経営者や従業員に対して，経営戦略，

マーケティング，バリューエンジニアリングについての継続的なワークショ

ップを開催している。このうち，長崎商工会議所との連携では，長崎県内の

モノづくり中小企業が会員となる長崎工業会の会員企業の従業員を対象とし

た，プル型イノベーションの実践的ワークショップセミナーを開催している。

ここでは，異なる企業からの参加者５，６名をチームとして，10回のワーク

ショップで顧客セグメンテーション・ターゲティング，フィールドワーク，

アンケート調査，価値設計のそれぞれの知識をアクティブラーニングによっ

て習得している。これによって，即プル型イノベーションを実践できる知識

を育成するとともに，アクティブラーニングを通じて，受動的な講義形式で

は得られないチームによる価値創造活動のもとになるファシリテーション能

力の育成も目的としている。

さらに，長崎県産業振興財団とは，文部科学省地域イノベーション戦略支

援プログラムの一環として，福祉・医療分野に絞って，この事業分野に関心

を示す中小企業や医療機関の関係者を対象として２年間のワークショップセ

ミナーを開催している。このセミナーではニーズの探査，商品・サービス構

築のためのビジネスモデルの立案，バリューエンジニアリングを経済学部が，

これを解決するための技術シーズを医学部と工学部が担当することによって

医療・福祉分野のイノベータを養成する。本プログラムでは，プル型イノベー

ションの教育にとどまらず，２年後の終了時には立案したビジネスモデルの

実現性を検討し，有効と判断されたアイディアは実現に向けて継続的な支援

を受けることができるプログラムとなっている。

一方，長崎県と共同した活動では，同じく異なる企業の経営者５，６名か

らなるチームによる８回の経営戦略に関するワークショップセミナーを行っ

ている。ここでは中小企業の経営者に対して自社の経営戦略立案を目的とし

ている。ここでもアクティブラーニングを取り入れて，経営戦略に関する知

識をチームで習得するとともに，習得した知識を用いて自社の経営戦略を検
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討し，チーム内で発表し，意見を交わすことによって，それぞれが気付きを

誘発するワークショップセミナーとしている。上述したワークショップセミ

ナーはすべてアクションラーニング形式として，より実用的な知識や能力の

養成を目的としているほか，異なる企業の受講者のチーム活動とすることに

よって，上述した中小企業のプル型イノベーション創発支援の①と②の育成

も併せて行っている。

さらに，長崎大学経済学部の複数の研究室では学部３年生のゼミ活動の一

環として，地元企業の経営課題を３年生数名からなる複数のチームが１年間

をかけて検討し，解決策を提案する活動を行っている。この活動では，大学

生による経営者へのインタビューや職場の参与観察等を行うことによって，

対象企業の経営課題を学生自らが抽出する。抽出した経営課題をもとに当該

企業の顧客や従業員等へのアンケートやインタビュー，さらには他の類似企

業への訪問調査などを通じて経済学部学生の目から見た経営課題とその解決

策を提案している。この活動では，実際の自社の経営課題を経営学的知見を

用いて大学生とともに解決するプロセスを通じて，経営者の経営学的知識の

習得を支援するとともに，解決策が明らかでない問題を大学生に取り組ませ

ることによって大学生の問題解決力の育成を図ることを狙いとしている。さ

らには，これらの活動を通じて，クライアントとなる経営者のイノベーショ

ンや経営革新への動機付けを行っている。今後は，この活動を継続すること

によって中小企業のイノベーション創出活動を支援するとともに，その事例

を蓄積し，成果報告会などによって他の企業に対して周知して，中小企業の

経営者のイノベーションに向けたリスクに立ち向かう態度を醸成していく予

定である。また，３年生でのチームによるゼミ活動を終了した後，一部の学

生はそのまま対象企業を対象とした卒論に取り組み，考察を深化させていき，

その結果も起業にフィードバックされる。このように，この活動では地域の

中小企業のイノベーションの動機付けを行うという社会貢献活動のみなら

ず，経営学の生きた教材として地元中小企業の経営課題を発見し解決策を探
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る活動を行うことによって大学生への実践的な経営学の教育を行うことにも

貢献している。

４．２ 地域活性化プロジェクト支援

「がんばらんば長崎」地域づくり支援事業について，平成23年度に，第１

号案件として，「島原 GAMADASUプロジェクト」が採択され，現在，関

係者により進められているところである。

この審査においては，長崎大学が提案した「長崎薬食育健康プロジェクト」

が外部審査委員の審査において第１位を獲得し，島原半島ジオパーク推進連

絡協議会の提案した「火山の恵み『ジオパーク』を活かした地域活性化プロ

ジェクト」が第２位になったが，長崎大学のプロジェクトは主に島原半島を

対象としたプロジェクトであったことから，県当局は第１位，第２位のプロ

ジェクトを融合して実施することとした。

図15．島原半島『GAMADASU』プロジェクト 全体の概要

（出典）長崎県公表資料
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図16．島原薬食育プロジェクト 事業スキーム

（出典）長崎大学作成資料（外部審査委員に対するプレゼンテーションに使用した資
料を一部修正）

このプロジェクトにおいては，平成25年度一杯をかけて，島原半島の経済を活性化

するために，観光分野を中心とした対策を講じることとし，長崎大学の担当する「薬

草」パートを新たなる魅力の一つとして活用することとされている。

５章 今後の課題

４．１項に述べた現在行われている活動は，いずれも受講者やクライアン

トを限定した教育的なワークショップセミナーであり，受講者のイノベーシ

ョン創発に関する知識や能力を向上させうるが，新たな潜在的顧客ニーズの

発掘やそれを解決するためのアイディアの創発を継続的に行う仕組みではな

い。
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潜在的顧客ニーズの発掘やそれを解決するためのアイディアの創発を継続

的に行うためには，３．１で述べたフューチャーセンターの導入が有効と考

えられる。前述したようにフューチャーセンターにはディレクターと呼ばれ

るいわば「フューチャーセンターの経営者」が必要である。ディレクターは

フューチャーセンターで取り扱う課題を決め，その課題に興味・関心のある

ステークホルダーを集め，課題解決策をファシリテートする。フューチャー

センターディレクターによってフューチャーセンターの特徴が決まると言わ

れており，このディレクターの役割を地方では中立的であり，ファシリテー

ションの技術を有し，中小企業とのネットワークを構築できる大学が担うべ

きであると考えられる。このためには，上述したセミナーの受講生を中心に

人的ネットワークを構築し，定期的にフューチャーセンターセッションを開

催することによって認知度を高めるとともに，成功事例を蓄積していくこと

が重要であろう。

また，中小企業においてイノベーションを創発するためには，経営者が何

もしないリスクの方がイノベーションに取り組むリスクよりも大きいことを

認識するとともに，同業他社の成功事例を周知させる必要がある。これらの

成功事例は大学におけるイノベーション教育の貴重なケースとなりうること

から，長崎大学経済学部のゼミ活動，卒論あるいは大学院の修士論文のテー

マとしてこれらを蓄積し，広く中小企業に向けて公開することによって，中

小企業の経営者にこれらの情報を継続的に提供し，イノベーションに対する

意識の向上を図るべきであると考えられる。

地域活性化支援については，単なる助言者ではなく，パートとはいえ，プ

ロジェクトの実施主体として大学が登場している。観光や物産の世界におい

ても，経済のグローバル化に伴う国際競争が日々激しさを増しており，「島

原 GAMADASUプロジェクト」は実施段階で様々な課題に直面しているも

のの，このような形での地域貢献を模索していくことも必要であると考えら

れる。
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６章 結 言

1990年代以降，我が国の経済，特に地方経済は停滞し，近年のグローバル

化の急速な進展や急激な円高の進行，今後急速に進展する少子高齢化によっ

て，今後とも地方にとって厳しい経済環境が続いていくと考えられる。この

ような現状のもと，本稿では，停滞する地方経済の振興策を模索することを

目的として，長崎県を例に，県内の経済，産業界の現状を俯瞰し，現在，産

業振興のために行政によって行われている諸施策と，その課題を示した。続

いて，地方の競争力強化のための課題として，中小企業のイノベーション力

の向上策について現状の研究成果をもとに対応策を検討するとともに，地域

振興のために特に，地方の大学の社会科学系学部の果たすべき役割について

検討し，現在実施中の取り組みの概要，今後の課題について述べた。

今後は，大学が提供するサービスがどのように中小企業をはじめとする県

内の産業界に影響を与えるかをより定量的に把握することによって，各産業

セグメント毎に支援サービスを最適化する必要があると考えられる。また，

実際の企業の経営課題をもとに行う実践的な課題発見・解決型教育を学部学

生に，自ら勤務・経営する企業の課題を経営学的視点から解決する過程で実

践的知識を習得する教育を社会人修士の学生に提供するとともに，これらの

企業をケースとした実践的な経営研究を行い，それらの結果を地域企業の振

興に役立てる大学を中核とした地域の企業経営のエコシステムの確立が強く

望まれる。
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